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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するためのコンピューター化された方
法であって、
　コンピューティング装置により、１以上の地理的エリアの電光閃光データを受け取るス
テップ；
　コンピューティング装置により、前記電光閃光データに基づいて電光活動の１以上のセ
ルを特定するステップにして、各電光閃光をマップ上のその地理的位置に応じて配置する
ことと、前記マップ上に第１グリッドを重畳して高密度の電光閃光がある前記第１グリッ
ドのセクターを特定することと、前記マップ上の特定されたセクター上に第２グリッドを
重畳して電光セルに関連する閉じた輪郭を配置することと、前記閉じた輪郭それぞれから
凸多角形を生成することを含み、ここで、前記第１グリッドのセクターが、前記第２グリ
ッドのセクターよりも大きい、ステップ；
　前記コンピューティング装置により、前記電光活動の特定されたセルのために、統合さ
れた雲内及び雲から地面への閃光率（ｄＢＲ）の対数目盛を決定するステップ；
　前記コンピューティング装置により、前記電光活動の特定されたセルの前記ｄＢＲに基
づいてプロキシ反射率データを生成するステップ；
　前記コンピューティング装置のグラフィックス処理ユニット（ＧＰＵ）により、前記プ
ロキシ反射率データに基づいてレーダー型イメージを生成するステップ；及び
　前記ＧＰＵに結合したディスプレイ装置により、レーダー型イメージを表示するステッ



(2) JP 6182157 B2 2017.8.16

10

20

30

40

50

プを含む、方法。
【請求項２】
　前記プロキシ反射率データが、レーダーにより生成された反射率データ（ｄＢＺ）での
前記ｄＢＲの較正に基づくものである、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記受け取った電光閃光データに関連する前記地理的エリアが、レーダーネットワーク
によりモニターされる１以上の地理的エリアに対応する、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記受け取った電光閃光データに関連する前記地理的エリアの気候が、レーダーネット
ワークによりモニターされる１以上の地理的エリアの気候に一致する、請求項２に記載の
方法。
【請求項５】
　前記レーダー型イメージが、降水強度を表すグリッドを備える、請求項１に記載の方法
。
【請求項６】
　前記レーダー型イメージが、異なる色及び輪郭を用いて前記グリッドに関連する降水強
度のレベルを表す、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　更に、前記コンピューティング装置により、前記プロキシ反射率データに天気予報モデ
ルを組み合わせるステップと、
　前記コンピューティング装置により、前記コンピューティング装置に結合したディスプ
レイ装置上での表示のために、組み合わされた前記プロキシ反射率データと天気予報モデ
ルに基づいて、降水強度のプロキシレーダーマップを生成するステップを含む、請求項１
に記載の方法。
【請求項８】
　前記プロキシレーダーマップが、潜在若しくは実際の洪水のエリアに関連する１以上の
視覚インジケータを含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記プロキシレーダーマップが嵐の動きに関連した１以上の視覚インジケータを含む、
請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記プロキシレーダーマップが危険な電光活動のセルに関連した１以上の視覚インジケ
ータを含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１１】
　前記プロキシ反射率データが、降水強度が同等のエリアの前記天気予報モデルに統合さ
れる、請求項７に記載の方法。
【請求項１２】
　前記プロキシ反射率データは、前記天気予報モデルが強い降水を示し、前記プロキシ反
射率データが強い降水を示さないエリアで減衰される、請求項７に記載の方法。
【請求項１３】
　前記プロキシ反射率データは、前記プロキシ反射率データが強い降水を示し、前記天気
予報モデルが強い降水を示さないエリアで前記天気予報モデルに代替する、請求項７に記
載の方法。
【請求項１４】
　更に、前記コンピューティング装置により、前記プロキシ反射率データに基づいてリス
クがある１以上の地理的エリアを決定するステップと、
　前記コンピューティング装置により、リスクがある前記地理的エリアをモニタリングす
る１以上のリモート装置にアラートを発行するステップと、
　前記１以上のリモート装置により、前記リモート装置のディスプレイ上にアラートを表
示することを含む、請求項１に記載の方法。
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【請求項１５】
　更に、前記コンピューティング装置により、前記プロキシ反射率データをリモートコン
ピューティング装置へ送信する、請求項１に記載の方法。
【請求項１６】
　電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するためのコンピュータ化されたシス
テムであって、
　プロセッサー及びグラフィックス処理ユニット（ＧＰＵ）を有するコンピューティング
装置を備え、前記プロセッサーは、
　１以上の地理的エリアの電光閃光データを受け取るステップ；
　前記電光閃光データに基づいて電光活動の１以上のセルを特定するステップにして、各
電光閃光をマップ上のその地理的位置に応じて配置することと、前記マップ上に第１グリ
ッドを重畳して高密度の電光閃光がある前記第１グリッドのセクターを特定することと、
前記マップ上の特定されたセクター上に第２グリッドを重畳して電光セルに関連する閉じ
た輪郭を配置することと、前記閉じた輪郭それぞれから凸多角形を生成することを含み、
ここで、前記第１グリッドのセクターが、前記第２グリッドのセクターよりも大きい、ス
テップ；
　前記電光活動の特定されたセルのために、統合された雲内及び雲から地面への閃光率（
ｄＢＲ）の対数目盛を決定するステップ；
　前記電光活動の特定されたセルの前記ｄＢＲに基づいてプロキシ反射率データを生成す
るステップ；
　前記コンピューティング装置のグラフィックス処理ユニット（ＧＰＵ）により前記プロ
キシ反射率データに基づいてレーダー型イメージを生成するステップ；及び
　前記ＧＰＵに結合したディスプレイ装置によりレーダー型イメージを表示するステップ
を実行するように構成される、システム。
【請求項１７】
　前記プロキシ反射率データが、レーダーにより生成された反射率データ（ｄＢＺ）での
前記ｄＢＲの較正に基づくものである、請求項１６に記載のシステム。
【請求項１８】
　前記受け取った電光閃光データに関連する前記地理的エリアが、レーダーネットワーク
によりモニターされる１以上の地理的エリアに対応する、請求項１７に記載のシステム。
【請求項１９】
　前記受け取った電光閃光データに関連する前記地理的エリアの気候が、レーダーネット
ワークによりモニターされる１以上の地理的エリアの気候に一致する、請求項１７に記載
のシステム。
【請求項２０】
　前記レーダー型イメージは、降水強度を表すグリッドから構成される、請求項１６に記
載のシステム。
【請求項２１】
　前記レーダー型イメージが、異なる色及び輪郭を用いて前記グリッドに関連する降水強
度のレベルを表す、請求項２０に記載のシステム。
【請求項２２】
　前記プロセッサーは、更に、前記プロキシ反射率データに天気予報モデルを組み合わせ
るように構成され、前記ＧＰＵは、更に、前記コンピューティング装置に結合したディス
プレイ装置上での表示のために、組み合わされた前記プロキシ反射率データと天気予報モ
デルに基づいて、降水強度のプロキシレーダーマップを生成するように構成される、請求
項１６に記載のシステム。
【請求項２３】
　前記プロキシレーダーマップが、潜在若しくは実際の洪水のエリアに関連する１以上の
視覚インジケータを含む、請求項２２に記載のシステム。
【請求項２４】
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　前記プロキシレーダーマップが嵐の動きに関連した１以上の視覚インジケータを含む、
請求項２２に記載のシステム。
【請求項２５】
　前記プロキシレーダーマップが危険な電光活動のセルに関連した１以上の視覚インジケ
ータを含む、請求項２２に記載のシステム。
【請求項２６】
　前記プロキシ反射率データが、降水強度が同等のエリアの前記天気予報モデルに統合さ
れる、請求項２２に記載のシステム。
【請求項２７】
　前記プロキシ反射率データは、前記天気予報モデルが強い降水を示し、前記プロキシ反
射率データが強い降水を示さないエリアで減衰される、請求項２２に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記プロキシ反射率データは、前記プロキシ反射率データが強い降水を示し、前記天気
予報モデルが強い降水を示さないエリアで前記天気予報モデルに代替する、請求項２２に
記載のシステム。
【請求項２９】
　前記プロセッサーは、更に、
　前記プロキシ反射率データに基づいてリスクがある１以上の地理的エリアを決定するス
テップと、
　リスクがある前記地理的エリアをモニタリングする１以上のリモート装置にアラートを
発行するステップを実行するように構成され、
　前記１以上のリモート装置は、前記リモート装置のディスプレイ上にアラートを表示す
るように構成される、請求項１６に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記プロセッサーは、更に、前記プロキシ反射率データをリモートコンピューティング
装置へ送信するように構成される、請求項１６に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記プロセッサーは、更に、前記プロキシ反射率データに基づいて期間に亘る累積の降
水量を計算するように構成される、請求項１６に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記プロセッサーは、更に、一日毎の推定の降水量を計算するように構成される、請求
項３１に記載のシステム。
【請求項３３】
　前記プロセッサーは、更に、一月毎の推定の降水量を計算するように構成される、請求
項３１に記載のシステム。
【請求項３４】
　前記プロセッサーは、更に、一年毎の推定の降水量を計算するように構成される、請求
項３１に記載のシステム。
【請求項３５】
　電光活動に関連するプロキシ反射率データ及びレーダー型イメージを生成するための、
非一時的なコンピューター読み取り可能記憶媒体に有形に具現化された、コンピューター
プログラム製品であって、当該コンピュータープログラム製品が、プロセッサーとグラフ
ィックス処理ユニット（ＧＰＵ）を有するコンピューティング装置に、
　１以上の地理的エリアの電光閃光データを受け取るステップ；
　前記電光閃光データに基づいて電光活動の１以上のセルを特定するステップにして、各
電光閃光をマップ上のその地理的位置に応じて配置することと、前記マップ上に第１グリ
ッドを重畳して高密度の電光閃光がある前記第１グリッドのセクターを特定することと、
前記マップ上の特定されたセクター上に第２グリッドを重畳して電光セルに関連する閉じ
た輪郭を配置することと、前記閉じた輪郭それぞれから凸多角形を生成することを含み、
ここで、前記第１グリッドのセクターが、前記第２グリッドのセクターよりも大きい、ス
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テップ；
　前記電光活動の特定されたセルのために、統合された雲内及び雲から地面への閃光率（
ｄＢＲ）の対数目盛を決定するステップ；
　前記電光活動の特定されたセルの前記ｄＢＲに基づいてプロキシ反射率データを生成す
るステップ；
　前記グラフィックス処理ユニット（ＧＰＵ）により前記プロキシ反射率データに基づい
てレーダー型イメージを生成するステップ；及び
　前記ＧＰＵに結合したディスプレイ装置により前記レーダー型イメージを表示するステ
ップを実行させる指令を含む、コンピュータープログラム製品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この出願の主題は、概して、電光検出ネットワークにより得られた電光活動データを用
いてプロキシ反射率データを生成することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　伝統的には、気象学者は、広大な地域エリアに亘る気象系の厳しさを分析するためにレ
ーダー基準ネットワーク（例えば、国立測候所）から得られたデータに頼ってきた。レー
ダー基準ネットワークは、降水といった気象現象の場所、動き、及び強度を示すイメージ
を生成するために用いられる。しかしながら、そのようなレーダー基準ネットワークの配
備が高価である。例えば、多くの未発展又は発展途上国は、レーダー基準ネットワークの
設定をサポートする社会基盤若しくはリソースを有しない。加えて、レーダー基準ネット
ワークは、山脈若しくは水の大きな塊といった高さ制限及び地理的な障害のためにネット
ワーク範囲のブラインドスポット若しくはホール（すなわち、レーダーが到達することが
できないエリア）を被りやすい。
【０００３】
　より最近には、電光検出ネットワーク（例えば、地球ネットワーク全電光ネットワーク
（TLN））が、電光活動の強度及び頻度をモニターするために設置されている。電光検出
ネットワークは、雲から地面及び雲内の電光の両方を追跡する。電光が度々激しい天候（
例えば、竜巻、霰）に伴うため、電光検出ネットワークにより生成されたデータは、潜在
的に危険な気象系の場所を特定し、影響を受けるエリアの人々に警報を発行するために用
いられる。電光検出ネットワークの設置は、典型的には、同様のレーダー基準ネットワー
クの設置よりも安価である。また、電光検出ネットワークは、レーダー基準ネットワーク
よりも大気中をより高くを見ることができ、また度々、ホール若しくはブラインドスポッ
トを無くして、レーダー基準ネットワークが設置できない地理的エリアをカバーするよう
に設置可能である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本明細書に記述の技術は、電光検出ネットワークからの電光データを用いて降水強度を
示すプロキシレーダー反射率データを生成することを提供する。これらの技術により生成
された、結果として得られたイメージは、伝統的な複合レーダーイメージのように視覚的
に見える。結果として、多くの人々がレーダーイメージを見ることに既に慣れているため
、イメージが簡単に理解及び解釈される。また、電光検出ネットワークが取得した電光デ
ータは、概して、レーダーデータ単独よりも天気擾乱に対して良好な相関を持つ。最終的
に、本明細書に記述の技術は、伝統的なレーダーネットワークに対して、電光検出ネット
ワークの設置及び構成に関連するコスト節約の利益を有する。
【０００５】
　本発明は、一側面において、電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するため
のコンピューター化された方法を特徴とする。コンピューティング装置は、１以上の地理
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的エリアの電光活動に関連するデータを受け取る。コンピューティング装置は、受け取っ
たデータに基づいて電光活動の１以上のグリッドのために、統合された雲内及び雲から地
面への閃光率（ｄＢＲ）の対数目盛を決定する。コンピューティング装置は、グリッドの
ｄＢＲに基づいてプロキシ反射率データを生成する。
【０００６】
　本発明は、別側面において、電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するため
のコンピューター化されたシステムを特徴とする。システムは、１以上の地理的エリアの
電光活動に関連するデータを受け取り、受け取ったデータに基づいて電光活動の１以上の
グリッドのために、統合された雲内及び雲から地面への閃光率（ｄＢＲ）の対数目盛を決
定するように構成されたプロセッサーを有するコンピューティング装置を含む。プロセッ
サーは、更に、グリッドのｄＢＲに基づいてプロキシ反射率データを生成するように構成
される。
【０００７】
　本発明は、別側面において、電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するため
の、非一時的にコンピューター読み取り可能記憶媒体に有形に具現化されたコンピュータ
ープログラム製品を特徴とする。コンピュータープログラム製品は、１以上の地理的エリ
アの電光活動に関連するデータを受け取り、受け取ったデータに基づいて電光活動の１以
上のグリッドのために、統合された雲内及び雲から地面への閃光率（ｄＢＲ）の対数目盛
を決定するようにデータ処理機器を作動させることができる指令を含む。コンピューター
プログラム製品は、更に、グリッドのｄＢＲに基づいてプロキシ反射率データを生成する
ようにデータ処理機器を作動させることができる指令を含む。
【０００８】
　幾つかの実施形態においては、上述の側面は、１以上の次の特徴を含むことができる。
幾つかの実施形態においては、プロキシ反射率データは、レーダーにより生成された反射
率データ（ｄＢＺ）でのｄＢＲの較正に基づくものである。幾つかの実施形態においては
、受け取ったデータに関連する地理的エリアは、レーダーネットワークによりモニターさ
れる１以上の地理的エリアに対応する。幾つかの実施形態においては、受け取ったデータ
に関連した地理的エリアの気候が、レーダーネットワークによりモニターされる１以上の
地理的エリアの気候に一致する。
【０００９】
　幾つかの実施形態においては、プロキシ反射率データが、レーダー型イメージを生成す
るために用いられる。幾つかの実施形態においては、レーダー型イメージは、降水強度を
示すグリッドから成る。幾つかの実施形態においては、レーダー型イメージは、異なる色
及び輪郭を用いてグリッドに関連した降水強度のレベルを表す。
【００１０】
　幾つかの実施形態においては、コンピューティング装置は、天気予報モデルをプロキシ
反射率データに組み合わせ、降水強度のプロキシレーダーマップを生成する。幾つかの実
施形態においては、プロキシレーダーマップは、潜在的若しくは実際の洪水のエリアに関
連した１以上の視覚インジケータを含む。幾つかの実施形態においては、プロキシレーダ
ーマップは、嵐の動きに関連した１以上の視覚インジケータを含む。幾つかの実施形態に
おいては、プロキシレーダーマップは、危険な電光活動のセルに関連した１以上の視覚イ
ンジケータを含む。
【００１１】
　幾つかの実施形態においては、降水強度が同様のエリアで天気予報モデルにプロキシ反
射率データが併合される。幾つかの実施形態においては、プロキシ反射率データは、天気
予報モデルが強い降水を示し、プロキシ反射率データが強い降水を示さないエリアで抑制
される。幾つかの実施形態においては、プロキシ反射率データは、プロキシ反射率データ
が強い降水を示し、天気予報モデルが強い降水を示さないエリアで天気予報モデルに代替
する。
【００１２】
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　幾つかの実施形態においては、コンピューティング装置は、プロキシ反射率データに基
づいてリスクがある１以上の地理的エリアを決定し、リスクがある地理的エリアをモニタ
リングする１以上のリモート装置にアラートを発行する。幾つかの実施形態においては、
コンピューティング装置は、リモートコンピューティング装置にプロキシ反射率データを
送信する。
【００１３】
　幾つかの実施形態においては、コンピューティング装置は、プロキシ反射率データに基
づいて期間に亘る累積の降水量を計算する。幾つかの実施形態においては、コンピューテ
ィング装置は、プロキシ反射率データに基づいて一日の予想される降水量を計算する。幾
つかの実施形態においては、コンピューティング装置は、プロキシ反射率データに基づい
て一ヶ月の予想される降水量を計算する。幾つかの実施形態においては、コンピューティ
ング装置は、プロキシ反射率データに基づいて一年の予想される降水量を計算する。
【００１４】
　本発明の他の側面及び利益が、ただ例示のために本発明の原理を図示する添付図面と一
緒に読まれる次の詳細な説明から明らかになる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　上述の本発明の利益が、更なる利益とともに、添付図面と一緒に読まれる次の記述を参
照することにより良く理解される。図面は、必ずしも縮尺するものではなく、むしろ本発
明の原理を図示することに概して重点が置かれている。
【００１６】
【図１】図１は、電光活動を検出し、また電光活動データを収集するためのシステムのブ
ロック図である。
【００１７】
【図２】図２は、電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するためのシステムの
ブロック図である。
【００１８】
【図３】図３は、電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成するための方法のフロ
ー図である。
【００１９】
【図４】図４は、図２のシステムにより生成されるような、落雷場所データを図示する地
理的なマップイメージである。
【００２０】
【図５】図５は、図２のシステムにより生成されるような、プロキシ反射率データを図示
する地理的なマップイメージである。
【００２１】
【図６】図６は、図２のシステムにより生成されるような、危険な雷雨活動の視覚インジ
ケータで増強されたプロキシ反射率データを図示する地理的なマップイメージである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１は、電光活動を検出し、電光活動データを収集するためのシステム１００のブロッ
ク図である。システム１００は、複数の電光検出センサー１０２ａ－ｃ、通信ネットワー
ク１０４、及びサーバーコンピューティング装置１０６を含む。３つの電光検出センサー
１０２ａ－１０２ｃが図１に描かれるが、任意の数の電光検出センサーがシステム１００
において用いられ得るものと理解されるべきである。また、システム１００は、単一の通
信ネットワーク１０４若しくはサーバーコンピューティング装置１０６に限定されるべき
ものではない；他の構成及びネットワーク構造が、本発明の範囲から逸脱することなく用
いられ得る。
【００２３】
　複数の電光検出センサー１０２ａ－１０２ｃが異なる地理的エリアに配置され、センサ
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ー１０２ａ－１０２ｃが大気における全ての電光活動（雲から地面への（ＣＧ（cloud-to
-ground））及び雲内（ＩＣ(in-cloud)）の両方）の存在のために特定のエリアをモニタ
ーするように用いられる。例えば、センサー１０２ａ－１０２ｃにより収集されたデータ
が、電光放電により放射される時の異なる周波数のアナログラジオ周波数（ＲＦ(Radio f
requency)）エネルギー（例えば、パルス若しくはフラッシュ）を含む。電光活動の検出
及び電光活動データの収集及び分析に関する追加の詳細が、米国特許Ｎｏ．８，２７５，
５４８、タイトル「電光活動を検出するための方法及び装置」と、２０１１年７月６日に
出願された米国特許出願シリアル番号１３/１７７，２２６，タイトル「天気擾乱の可能
性の予報」に見られ、両方がその全体において本明細書に組み込まれる。
【００２４】
　幾つかの実施形態においては、各センサー１０２ａ－１０２ｃによりモニターされる各
エリア範囲が重複する。幾つかの実施形態においては、センサー１０２ａ－１０２ｃは、
構成及びエラー訂正の目的のためにサーバーコンピューティング装置１０６と通信する。
【００２５】
　センサー１０２ａ－１０２ｃが電光データを収集すると、センサー１０２ａ－１０２ｃ
は、ネットワーク１０４を介してサーバーコンピューティング装置１０６に電光データを
送信する。例えば、ネットワーク１０４がパケット基準のネットワーク（例えば、インタ
ーネット）であり得る。センサー１０２ａ－１０２ｃとネットワーク１０４及び／又はネ
ットワーク１０４とサーバーコンピューティング装置１０６の間の通信リンクが、ワイヤ
レス接続（例えば、セル方式若しくはサイライト方式）であり得る。異なる構成、プロト
コル及びアーキテクチャが、本発明の範囲から逸脱することなく、センサー１０２ａ－１
０２ｃからサーバーコンピューティング装置１０６にデータを送信するために用いること
ができるものと理解されるべきである。幾つかの実施形態においては、システム１００は
、幾つか若しくは全てのセンサー１０２ａ－１０２ｃとサーバーコンピューティング装置
１０６の間に中間コンピューティング装置を含み、サーバーコンピューティング装置１０
６によりデータが受け取られる前、電光データを蓄積及び／又はフォーマットする。
【００２６】
　サーバーコンピューティング装置１０６は、個別のセンサーから電光データを受け取り
、プロキシ反射率データ生成における使用のため電光データを用意する。図２は、システ
ム１００のサーバーコンピューティング装置１０６の詳細なブロック図である。サーバー
コンピューティング装置１０６は、データ収集モジュール２０２、データ分析モジュール
２０４、グラフィックス処理モジュール２０６、及びデータ記憶部２０８を含む。幾つか
の実施形態においては、データ収集モジュール２０２は、限定するわけではないが、行政
機関及び第三者私企業を含む電光活動情報の他の情報源からデータを受け取る。データ収
集モジュール２０２は、標準の通信ネットワーク及び方法を介して電光活動情報の他の情
報源と通信する。
【００２７】
　図３は、図２のシステムを用いた、電光活動に関連するプロキシ反射率データを生成す
るための方法３００のフロー図である。上述したように、データ収集モジュール２０２は
、センサー１０２ａ－１０２ｃから１以上の地理的エリアの電光活動に関連したデータを
受け取る（３０２）。データ収集モジュール２０２は、センサー１０２ａ－１０２ｃ（及
び、オプションとして、複数の外部データ源）から受け取った電光活動データをデータ分
析モジュール２０４による処理に資するフォーマットに統一する。例えば、データ収集モ
ジュール２０２が接続された各データ源が、異なるシンタックス及び／又はデータ構造を
用いてデータを送信する。データ収集モジュール２０２は、データ源の理解に従って、到
来したデータを解析し、データを再フォーマットし、それが、データ分析モジュール２０
４により許容されるシンタックス又は構造に適合される。幾つかの実施形態においては、
センサー１０２ａ－１０２ｃは、標準フォーマット（例えば、ＸＭＬ）で電光活動データ
を送信し、データ収集モジュール２０２の要求される処理を低減する。データ収集モジュ
ール２０２は、データ分析モジュール１０４へのデータの送信の準備において、データ記
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憶モジュール２０８と通信し、センサー１０２ａ－１０２ｃから受け取った電光データを
記憶及び検索する。データが受け取られると、データ収集モジュール２０２は、データ分
析モジュール２０４へデータを送信する。幾つかの実施形態においては、データ収集モジ
ュール２０２は、データ分析モジュール２０４へ、データがデータ記憶モジュール２０８
に記憶され、またデータ分析モジュール２０４による処理のために準備ができている通知
を送信する。通知は、データ記憶モジュール２０８内のデータの記憶場所の参照インジケ
ータ（例えば、データベースアドレス）を含む。
【００２８】
　幾つかの実施形態においては、データ収集モジュール２０２は、リアルタイム若しくは
（例えば、毎分更新される）実質的にリアルタイムで電光検出センサー１０２ａ－１０２
ｃのネットワークからデータを受け取る。この時を得た及び連続の電光データの受け取り
に基づいて、サーバーコンピューティング装置１０６は、伝統的なレーダー基準ネットワ
ークにより生成される反射率データよりも早く及び頻繁にプロキシ反射率データを生成す
ることができる。加えて、サーバーコンピューティング装置１０６は、（例えば、プロキ
シデータを装置にデータ提供若しくは配信の一部として送信することにより）プロキシ反
射率データを下流の装置及びサービスに利用可能にすることができる。
【００２９】
　プロキシ反射率データを生成するため、サーバーコンピューティング装置１０６のデー
タ分析モジュール２０４は、データ収集モジュールから受け取った電光データに基づいて
電光活動のグリッドのために、統合された雲内及び雲から地面への閃光率（ｄＢＲ）の対
数目盛（logarithmic scale）を決定する（３０４）。電光活動のグリッドは、電光セン
サー１０２ａ－１０２ｃによりモニターされる地理的エリアのマップ上で規則的なインタ
ーバル（例えば、１°×１°）で離間した水平及び垂直ラインのパターンを配置すること
により得られる。グリッドの各セクターにおける電光活動が決定でき、各セクターの対応
のｄＢＲが計算できる。加えて、全グリッドのｄＢＲに帰結するようにグリッドの全電光
活動も決定できる。
【００３０】
　データ分析モジュール２０４は、グリッドのｄＢＲを用いてプロキシレーダー反射率デ
ータを生成することができる（３０６）。グリッドのｄＢＲをプロキシ反射率の値に相関
する伝達関数が適用される。伝達関数の係数は、地上基準のレーダーシステムのｄＢＺ値
でｄＢＲを較正することにより決定される。プロキシ反射率データは、特定のグリッド若
しくはグリッドのセクターにおける降水強度の尺度を示す。伝統的なレーダーシステム（
例えば、ドップラー）により生成されるようなレーダー反射率データと同様、データ分析
モジュール２０６により生成されるプロキシ反射率データは、地理マップ上に多角形とし
てプロキシ反射率データを視覚的に表すレーダー型イメージを生成するように用いられる
ことができる。結果として、本明細書に記述のシステム１００は、影響を受ける地理的エ
リアをモニターする既存のレーダーの設置を要求することなく、接近する嵐により潜在的
に影響を受けるものに事前情報を生成する。
【００３１】
　プロキシ反射率データが降水強度の尺度であるため、データ分析モジュール２０４は、
プロキシ反射率データを用いて特定の地域エリアの期間に亘る累積の降水量を計算するこ
とができる。データ分析モジュール２０４は、更に、周期的な期間（例えば、一日、一週
間、一ヶ月、若しくは一年）で予想される降水量を計算するように構成され得る。データ
分析モジュール２０４が降水の概算を提供することにより、影響を受けるエリアは、安全
措置、社会基盤、災害計画及び同種のものを改善することにより降水のために十分に準備
することができる。
【００３２】
　幾つかの実施形態においては、データ分析モジュール２０４は、データ収集モジュール
２０２から電光閃光データを受け取り、各電光閃光をその地理的場所に応じて配置する。
データ分析モジュール２０４は、次に、電光閃光の相対的な位置を分析し、特定の電光セ
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ルの潜在的な境界若しくは輪郭を決定する。
【００３３】
　幾つかの実施形態においては、データ分析モジュール２０４は、一連のプロセスを実行
してグリッドにおける電光セルの場所及び輪郭を決定する。データ分析モジュール２０４
は、特定期間（例えば、１分）に収集された電光閃光データを用い、マップ上に電光閃光
を配置する。データ分析モジュール２０４は、次に、マップ上に粗いグリッドを重畳し、
更なる分析のために関心のエリアを素早く特定する。データ分析モジュール２０４は、高
パーセント若しくは密度の電光閃光を含むグリッドのセクターを特定し、特定されたセク
ター上に精密なグリッドを重畳する。データ分析モジュール２０４は、精密グリッドのセ
クターに密度関数を使用し、電光セルに関連する閉じた輪郭を配置する。データ分析モジ
ュール２０４は、閉じた輪郭の各々から凸多角形を生成する。データ分析モジュール２０
４は、電光セルの動き、方向、及び電光閃光率における変化を追跡するため、またグリッ
ド及びグリッドの個別のエリアのｄＢＲを追跡するためにも、このグリッディングプロセ
スを特定期間（例えば、１分）の満了まで繰り返す。
【００３４】
　データ分析モジュール２０４は、様々な技法を用いてｄＢＲを較正し、プロキシ反射率
データを改善することができる。幾つかの実施形態においては、データ分析モジュール２
０４は、伝統的なレーダー反射率データ（ｄＢＺ）及び／又は同一若しくは同等の地理的
エリア若しくは気候から収集された他のデータ源にｄＢＲを相関させ、ｄＢＲとｄＢＺの
関係を決定する。ｄＢＲとｄＢＺの関係は、ｄＢＺ＝ａ×ｄＢＲ＋ｂとして表すことがで
き、ここで、ａとｂが、気候地域及び季節に基づいて較正された係数である。データ分析
モジュール２０４は、ｄＢＲとｄＢＺの既知の関係を特定の気候のために活用し、その地
理的エリアのためのｄＢＺデータの必要無くして同一の気候を有する異なる地理的エリア
のためのプロキシ反射率データを生成することができる。
【００３５】
　幾つかの実施形態においては、データ分析モジュール２０４は、電光データ分析及びｄ
ＢＲとｄＢＺの相関に追加の情報で増強し、結果としてのプロキシレーダー反射率データ
がより正確になる。例えば、追加の情報が、電光検出ネットワーク及びレーダー基準ネッ
トワークによりモニターされる地理的エリアの気候（例えば、山岳、熱帯、若しくは亜熱
帯）に関連し得る。特定エリアの気候が予想される電光活動及び率に影響するため、デー
タ分析モジュール２０４は、電光及びレーダーデータを用いて天気擾乱の存在及び見込み
を決定する時、気候関連の属性を考慮する。
【００３６】
　ある気候の特定地域のためにｄＢＲとｄＢＺの相関が決定され得るため、局所化された
レーダー反射率データにアクセスを持たない同様の気候を有する地理的エリアのためにグ
ラフィックス処理モジュール２０６によりレーダー型イメージが生成され得る。例えば、
データ分析モジュール２０４は、多湿亜熱帯気候の北部フロリダの雷雨のためのｄＢＲを
決定することができる。データ分析モジュール２０４は、北部フロリダをモニタリングす
るレーダーシステムにより収集される、雷雨のためのｄＢＲを嵐のためのｄＢＺデータに
相関することができる。データ分析モジュール２０４が嵐のためのｄＢＲとｄＢＺの関係
を決定すると、モジュール２０４は、その関係を、多湿亜熱帯気候を有するが、伝統的な
レーダーシステムが設置されていない世界の他のエリア（例えば、内アフリカのあるエリ
ア）に対して適用することができる。内アフリカといったエリアにおける電光検出ネット
ワークの設置が伝統的なレーダーシステムよりも相当に費用対効果が高いため、データ分
析モジュール２０４は、検出ネットワークを用いて電光活動データを収集し、電光データ
のためのｄＢＲを決定し、そして、同一の気候を有する地理的エリアのために決定したｄ
ＢＲとｄＢＺの既知の関係を適用することによりこれらのエリアのためのプロキシ反射率
データを生成することができる。
【００３７】
　プロキシ反射率データは、降水及び他の気象現象の予報に関する天気予報モデルデータ



(11) JP 6182157 B2 2017.8.16

10

20

30

40

50

と比較され得る。プロキシ反射率データと天気予報モデル反射率データの比較により、デ
ータ分析モジュール２０４が各セットのデータをより正確にすることが許容される。幾つ
かの実施形態においては、データ分析モジュール２０４は、降水強度が同等のエリアの天
気予報モデル反射率データにプロキシ反射率データを統合する。幾つかの実施形態におい
ては、データ分析モジュール２０４は、特に、天気予報モデルがこの降水のエリアが対流
嵐活動に由来するものではないと予報するならば、天気予報モデルが強い降水を示し、プ
ロキシ反射率データが強い降水を示さないエリアにおいて、プロキシ反射率データを減衰
させ、つまりプロキシ反射率データに少ない重みが与えられる。幾つかの実施形態におい
ては、データ分析モジュール２０４は、プロキシ反射率データが強い降水を示し、天気予
報モデルが強い降水を示さないエリアにおいてプロキシ反射率データが天気予報モデルデ
ータに代替すると決定する。プロキシ反射率データ及び天気予報モデル反射率データを統
合するために用いられる方法は、反射率値の間の重み付けられた補完に基づく。他の方法
及び技術が、本発明の範囲から逸脱することなく使用できるものと理解される。
【００３８】
　データ分析モジュール２０４が電光データを分析し、レーダーデータに電光データを相
関し、天気活動擾乱に関連した電光セルの場所を決定した後、データ分析モジュール２０
４は、グラフィックス処理モジュール２０６に分析された電光データを用いてイメージを
生成することを命令する。図４～６は、図２のシステムにより生成された地理的マップイ
メージである。図４は、落雷場所データを図示する地理的マップである。図５は、プロキ
シ反射率データを図示する地理的マップである。図６は、危険な雷雨活動の視覚インジケ
ータで増強されたプロキシ反射率データを図示する地理的マップである。
【００３９】
　図４に示すように、システム１００は、受け取った電光活動データに基づいて雲から地
面へ及び雲内の電光パルス若しくは衝撃の両方の場所を決定し、センサー１０２ａ－１０
２ｃによりカバーされるエリアに対応する地理的マップイメージ上に場所をプロットする
。図４のドット４０２が、各落雷のプロットされた場所を表す。
【００４０】
　落雷がプロットされると、データ分析モジュール２０４は、電光活動データのためのｄ
ＢＲを決定し、ｄＢＲに基づいてプロキシ反射率データを生成する。次に、グラフィック
ス処理モジュール２０６は、ドップラーレーダーの視覚化が用いるものと同一のパレット
を用いてプロキシ反射率データに基づいてレーダー型イメージを生成する。図５に示すよ
うに、グラフィックス処理モジュール２０６により生成されたレーダー型イメージ５０２
が、伝統的なレーダー基準のシステムにより生成されたレーダーイメージのように視覚的
に見え、異なる色と輪郭で特定の気象形の激しさを表す。例えば、最も危険な天気（例え
ば、降水若しくは落雷）を経験している場所が特定の色（例えば、赤）で表示され、他方
、激しさの程度が小さいエリアが階調における異なる色（例えば、橙、黄及び緑）で表示
される。幾つかの実施形態においては、グラフィックス処理モジュール２０６は、電光活
動データに基づいてグラフィック図及びデザインを生成するように構成された別のグラフ
ィックス処理ユニット（ＧＰＵ）（例えば、グラフィックスカード）若しくはソフトウェ
アモジュールである。
【００４１】
　幾つかの実施形態においては、グラフィックス処理モジュール２０６は、対流嵐といっ
た、天気擾乱のプロキシ（若しくはシミュレーションされた）レーダーマップイメージを
生成する。雲内及び雲から地面への閃光率（ｄＢＲ）とレーダー反射率（ｄＢＺ）の間の
強い相関のため、グラフィックス処理モジュール２０６は、伝統的なレーダー基準システ
ムにより生成される同一のエリア若しくは領域のためのレーダーイメージにしっかりと対
応する特定の地理的エリア若しくは領域のためのレーダー型イメージを生成する（図５参
照）。
【００４２】
　幾つかの実施形態においては、グラフィックス処理モジュール２０６は、プロキシレー
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ダーイメージに併せて視覚インジケータを生成し、視覚インジケータが潜在的な洪水及び
嵐の動きに関係する。グラフィックス処理モジュール２０６は、データ記憶部２０８から
電光／レーダー相関データを検索し、潜在的な洪水及び嵐の動きのエリアを示す視覚イン
ジケータ（群）を具備するレーダー型イメージを生成する。幾つかの実施形態においては
、インジケータを生成するために用いられる相関データが、毎分０～２００の閃光の範囲
の全電光閃光率と０～７５デシベルの範囲のレーダー反射率の間の相関である。
【００４３】
　幾つかの実施形態においては、グラフィックス処理モジュール２０６は、プロキシレー
ダーイメージに併せて視覚インジケータを生成し、視覚インジケータが、対流嵐内の損害
を与える風、あられ、及び／又は竜巻の可能性を高める危険な全ての電光閃光セルの潜在
性を強調する。図６に示すように、レーダー型イメージは、危険な雷雨セルの潜在的な移
動路及び激しさを表す多角形により増強される。上述のように、グラフィックス処理モジ
ュール２０６は、データ記憶部２０８及び／又はデータ分析モジュール２０４から電光セ
ル追跡データを検索して嵐セルを有するイメージを生成し、ここで、特定セル内の全電光
閃光率が、レーダー反射率データに相関される。
【００４４】
　幾つかの実施形態においては、サーバーコンピューティング装置１０２は、（不図示の
）アラート生成モジュールを含む。アラート生成モジュールは、例えば、電光セルがサイ
ズ及び／又は強度において動きまた変化するため、電光データの分析された特徴を用い、
自動的に電光データに関連の天気擾乱の影響を被り得る地理的エリアを決定する。
【００４５】
　天気擾乱の影響を直接的に被る若しくは影響を受けるエリアに関心がある人々及び／又
はエンティティーに到達するアラートを発行するため、アラート生成モジュールは、電光
セルの場所、移動速度及び移動方向に基づいてリスクがある１以上の地理的エリアを決定
する。幾つかの実施形態においては、アラート生成モジュールは、迫りつつある期間の過
程でセルの現在の場所及び予想される軌跡に対応する警告エリアを決定する。例えば、ア
ラート生成モジュールは、データ分析モジュールがセルの全電光率が閾値電光率を超える
と決定する時に実演されるセルの移動速度及び移動方向を評価することにより、電光セル
が特定期間（例えば、４５分）に移動することができる距離及び方向の範囲をカバーする
ポリゴン（図６において参照符合６０２で示される）を生成する。
【００４６】
　データ分析モジュール２０４からの通知を受け取り、リスクがある１以上のエリアを決
定した後、アラート生成モジュールは、リスクのあるエリアをモニターしている１以上の
リモート装置の設定を自動的に特定し、リモート装置にアラートを自動的に送信する。リ
モート装置は、モバイル電話及びグローバル・ポジショニング・システム（ＧＰＳ）ハー
ドウェアといったコンピューター基準の装置を含むことができる。リモート装置は、通信
ネットワークに接続するように構成されたライト、サイレン、ホーンといった他の種類の
警告システムを含むこともできる。幾つかの実施形態においては、データ記憶装置２０８
が、リモート装置の識別に関する情報（例えば、ＩＰアドレス、電話番号、Ｅメールアド
レス）を含み、アラート生成モジュールが、識別情報を用い、各リモート装置のためのア
ラートを準備する。データ記憶装置２０８は、特定の地域エリア若しくはリモート装置が
モニタリングするエリア（例えば、郵便番号、国名、ストリートアドレス）にリモート装
置の識別をマッピングする情報も含む。アラート生成モジュールは、パケット基準の配信
（例えば、テキストメッセージング、ＸＭＬ、Ｅメール）、回路基準の配信（ページング
、音声メッセージング）、及び同種のものといった任意の標準の通信プロトコル若しくは
技術を用いる。例えば、ユーザーが、自身の携帯電話の特定の郵便番号についてのアラー
トを受け取るように加入できる。システム１００は、ユーザーの電話番号をデータ記憶モ
ジュール２０８に記憶する。アラート生成モジュールが天気擾乱のリスクのある地理的場
所を特定し、特定された場所の全て若しくは一部がユーザーにより提示された郵便番号内
に含まれるならば、アラート生成モジュールは、ユーザーの携帯電話の電話番号に発信さ
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れるアラート（例えば、テキストメッセージ、音声メッセージ）を発行する。この実施形
態においては、ユーザーの携帯電話は、アラート生成モジュールにより「リスクがある」
と特定される地域エリアと同一のところに在る必要はない。
【００４７】
　サーバーコンピューティング装置１０６が電光データを用いてレーダー型イメージを生
成した後、サーバー１０６は、装備若しくは受け取る可能な任意の数のリモート装置へイ
メージ及び関連情報を送信することができる。例えば、サーバー１０６は、標準通信技術
（例えば、セルラー、ワイヤレス）を用いてプロキシレーダーマップをモバイル装置に送
信することができる。上述のように、サーバー１０６は、プロキシレーダーマップを組み
込む天気擾乱アラートをリモート装置に生成及び発行することができ、これにより、到来
する天気擾乱に対して高められた警戒が許容される。
【００４８】
　上述した技術が、デジタル及び／又はアナログ電子回路、若しくはコンピューターハー
ドウェア、ファームウェア、ソフトウェア若しくはこれらの組み合わせにおいて実施可能
である。データ処理機器、例えば、プログラマブルプロセッサー、コンピューター、及び
／又は多数のコンピューターにより実行されるための、若しくはその動作を制御するため
のコンピュータープログラム製品、つまり、機械読み取り可能な記憶装置に有形に組み込
まれたコンピュータープログラムとして実施が為され得る。コンピュータープログラムは
、ソースコード、コンパイルされたコード、解釈されたコード及び／又はマシーンコード
を含む任意の形態のコンピューター又はプログラミング言語で記述され、コンピューター
プログラムは、スタンドアローンプログラム若しくはサブルーチン、エレメント、若しく
はコンピューティング環境での使用に適する他のユニットを含む任意の形態で配備される
。コンピュータープログラムは、１つのコンピューター若しくは１以上のサイトの多数の
コンピューター上で実行されるべく配備可能である。
【００４９】
　方法ステップは、入力データを処理し、及び／又は出力データを生成することによりコ
ンピュータープログラムを実行して本発明の機能を実行する１以上のプロセッサーにより
実行可能である。例えば、ＦＰＧＡ（field programmable gate array）、ＦＰＡＡ（fie
ld－programmable analog array）、ＣＰＬＤ（complex programmable logic device）、
ＰＳｏＣ（Programmable System－on－Chip）、ＡＳＩＰ（application－specific instr
uction－set processer）、ＡＳＩＣ（application－specific integrated circuit）又
は同種のものといった特別目的ロジック回路により、方法ステップがまた実行可能であり
、また機器が実施可能である。サブルーチンは、記憶されたコンピュータープログラム及
び／又はプロセッサー、及び／又は１以上の機能を実行する特別回路の部分を意味し得る
。
【００５０】
　コンピュータープログラムの実行に適するプロセッサーは、例示としては、汎用及び特
別目的の両方のマイクロプロセッサー、及び任意の種類のデジタル若しくはアナログコン
ピューターの任意の１以上のプロセッサーを含む。一般的に、プロセッサーがリードオン
リーメモリー若しくはランダムアクセスメモリー若しくは双方から指令及びデータを受け
取る。コンピューターの本質的な要素は、指令を実行するためのプロセッサーと、指令及
び／又はデータを記憶するための１以上の記憶装置である。キャッシュといった記憶装置
が一時的にデータを記憶するために用いられ得る。記憶装置は、長期データ記憶部のため
にも用いられ得る。一般的に、コンピューターは、データを記憶するための１以上の大記
憶装置、例えば、磁気、光磁気ディスク、若しくは光学ディスクを含み、またそこからデ
ータを受け取り、若しくはそこへデータを送る、又は両方を行うように動作可能に結合さ
れる。コンピューターは、また通信ネットワークに動作可能に結合され、ネットワークか
ら指令及び／又はデータを受け取り、及び／又はネットワークへ指令及び／又はデータを
送る。コンピュータープログラム指令及びデータを体現するのに適するコンピューター読
み取り可能記憶媒体は、例示として、半導体記憶装置、例えば、ＤＲＡＭ、ＳＲＡＭ、Ｅ
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ＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、及びフラッシュメモリー装置；磁気ディスク、例えば、内部ハ
ードディスク若しくはリムーバブルディスク；磁気光ディスク；及び光学ディスク、例え
ば、ＣＤ、ＤＶＤ、ＨＤ－ＤＶＤ、及びＢｌｕ－ｒａｙ(登録商標)ディスクを含む全形態
の揮発及び不揮発メモリーを含む。プロセッサー及びメモリーは、特別目的ロジック回路
により補助され、及び／又はそこに組み込まれ得る。
【００５１】
　ユーザーとの相互作用を提供するため、上述の技術が、ユーザーがコンピューターに入
力を提供することができる（例えば、ユーザーインターフェース要素に作用できる）、ユ
ーザーに情報を表示するためのディスプレイ装置、例えば、ＣＲＴ（陰極線管）、プラズ
マ、若しくはＬＣＤ（液晶ディスプレイ）モニター、キーボード、及びポインティング装
置、例えば、マウス、トラックボール、タッチパッド、若しくはモーションセンサーに接
続されたコンピューター上で実施され得る。他の種類の装置も同様にユーザーとの相互作
用を提供するために用いられ得る；例えば、ユーザーに提供されるフィードバックが、任
意の形態のセンサーフィードバック、例えば、視覚フィードバック、聴覚フィードバック
、若しくは触感フィードバックであり得る；またユーザーからの入力は、音調、スピーチ
、及び／又は触覚入力を含む任意の形態において受け取られる。
【００５２】
　上述の技術は、バックエンドコンポーネントを含む分散コンピューティングシステムに
おいて実施できる。バックエンドコンポーネントは、例えば、データサーバー、ミドルウ
ェアコンポーネント、及び／又はアプリケーションサーバーであり得る。上述の技術は、
フロントエンドコンポーネントを含む分散コンピューティングシステムにおいて実施でき
る。フロントエンドコンポーネントは、例えば、グラフィカルユーザーインターフェース
、ユーザーが例示の実施と相互作用できるウェブブラウザー、及び／又は送信装置のため
の他のグラフィカルユーザーインターフェースを有するクライアントコンピューターであ
り得る。上述の技術は、そのようなバックエンド、ミドルウェア、若しくはフロントエン
ドコンポーネントの任意の組み合わせを含む分散コンピューティングシステムにおいて実
施できる。
【００５３】
　コンピューティングシステムのコンポーネントは、伝送媒体を介して相互接続でき、そ
れは、デジタル若しくはアナログデータ通信（例えば、通信ネットワーク）の任意の形態
若しくは媒体を含むことができる。伝送媒体は、任意の形態の１以上のパケット基準ネッ
トワーク及び／又は１以上の回路基準ネットワークを含むことができる。パケット基準ネ
ットワークは、例えば、インターネット、キャリアーインターネットプロトコル（ＩＰ）
ネットワーク（例えば、ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）、ワイドエリアネットワ
ーク（ＷＡＮ）、キャンパスエリアネットワーク（ＣＡＮ）、メトロポリタンエリアネッ
トワーク（ＭＡＮ）、ホームエリアネットワーク（ＨＡＮ））、プライベートＩＰネット
ワーク、ＩＰ構内電話交換機（ＩＰＢＸ）、ワイヤレスネットワーク（例えば、ラジオア
クセスネットワーク（ＲＡＮ）、ブルートゥース、ＷｉＦｉ、Ｗｉｍａｘ、汎用パケット
ラジオサービス（ＧＰＲＳ）ネットワーク、ハイパーＬＡＮ）、及び／又は他のパケット
基準ネットワークを含み得る。回路基準ネットワークは、例えば、公衆交換電話網（ＰＳ
ＴＮ）、レガシー構内電話交換機（ＰＢＸ）、ワイヤレスネットワーク（例えば、ＲＡＮ
、符合分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）ネットワーク、時分割多重アクセス（ＴＤＭＡ）ネ
ットワーク、グローバル・システム・フォー・モバイル・コミュニケーション（ＧＳＭ）
ネットワーク）、及び／又は他の回路基準ネットワークを含み得る。
【００５４】
　伝送媒体上を伝送する情報は、１以上の通信プロトコルに基づき得る。通信プロトコル
は、例えば、イーサネット(登録商標)プロトコル、インターネットプロトコル（ＩＰ）、
ヴォイスオーバーＩＰ（ＶＯＩＰ）、ピア－トゥ－ピア（Ｐ２Ｐ）プロトコル、ハイパー
テキストプロトコル（ＨＴＴＰ）、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ）、Ｈ．３２３、
メディアゲートウェイコントロールプロトコル（ＭＧＣＰ）、シグナリングシステム＃７
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（ＳＳ７）、グローバル・システム・フォー・モバイル・コミュニケーション（ＧＳＭ）
プロトコル、プッシュ－トゥ－トーク（ＰＴＴ）プロトコル、ＰＴＴオーバーセルラー（
ＰＯＣ）プロトコル、及び／又は他の通信プロトコルを含み得る。
【００５５】
　コンピューティングシステムの装置は、例えば、コンピューター、ブラウザー装置を有
するコンピューター、電話、ＩＰ電話、モバイル装置（例えば、携帯電話、パーソナルデ
ジタルアシスタント（ＰＤＡ）装置、ラップトップコンピューター、電子メール装置）、
及び／又は他の通信装置を含み得る。ブラウザー装置は、例えば、ワールドワイド・ウェ
ブブラウザー（例えば、マイクロソフト社から入手できるＭｉｃｒｏｓｏｆｔ（登録商標
）Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｅｘｐｌｏｒｅｒ（登録商標）、Ｍｏｚｉｌｌａ社から入手できる
Ｍｏｚｉｌｌａ（登録商標）ＦｉｒｅＦｏｘ）を有するコンピューター（例えば、デスク
トップコンピューター、ラップトップコンピューター）を含む。モバイルコンピューティ
ング装置は、例えば、Ｂｌａｃｋｂｅｒｒｙ（登録商標）を含む。ＩＰ電話は、例えば、
シスコシステムから入手できるＣｉｓｃｏ（登録商標）Ｕｎｉｆｉｅｄ　ＩＰ　Ｐｈｏｎ
ｅ　７９８５Ｇ及び／又はシスコシステムから入手できるＣｉｓｃｏ（登録商標）Ｕｎｉ
ｆｉｅｄ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｐｈｏｎｅ　７９２０を含む。
【００５６】
　備える、含む、及び／又は個々の複数の形態は、非限定的であり、また列挙されたもの
を含み、また列挙されていない追加のものも含むことができる。及び／又はは、非限定的
であり、また列挙されたものの１以上、また列挙されたものの組み合わせを含む。
【００５７】
　当業者は、その精神若しくは本質的な特徴から逸脱することなく本発明が他の特定の形
態で具現化されると理解するだろう。従って、上述の実施形態は、本明細書に記述の本発
明の限定というよりは全側面において例示であるものと考えられる。

【図１】 【図２】
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